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員の共有に属する（民法６６８、LPS 法１６、LLP 法５６）。 
 

























する。（LLP 法１）。よって、LLP の組合員は有限責任組合員のみとなっている。 
































































































































                                                   





























を SPC に売却し、対価を受け取る。そして、SPC は、特定資産を裏づけとした資産対応証
券を投資家に発行し、その特定資産の管理及び処分等の収益により、投資家が保有する資
産対応証券への配当又は元利支払を行う。このように、SPC は、資産の流動化のためだけ

















































































































『 もし A の所得が B よりも多いとすると、一定額を支払っても、A の受ける苦痛は B の
それより小さく、また A がその支払によって社会的に望ましい消費を節減する程度は B の
場合よりも尐ないであろうという意味で、A の方が B よりも大きな担税力をもつと判断す
るのはもっともである。租税を支払えば A と B がそれぞれ何を手放すかを判断するにあた
っては、もし A と B がそれぞれ似かよった事情にある者を代表するものであるならば、彼
らが何をなし、あるいは何を感ずるかを推定すればよい。支払能力に応じた課税という教
義は、A と B が個人として实際どう感じているかを他の人が知ることができないからとい













                                                   








































                                                   



































                                                   
30 吉国二郎 武田昌輔「法人税法 理論編」（経済詳報社 昭和５３年） ４～５頁 
31 田中勝次郎「法人税法の研究」（税務研究会 昭和４０年）６３～６４頁 








































































                                                   
34 品川芳宠「法人税性格論の史的考察―配当二重課税論議から事業体課税論議までの軌跡―」






















































































































                                                   




































                                                   
42 R・グード 塩崎潤訳「法人税」（中央経済社 昭和３４年）１４頁 










































































                                                   






































                                                   






























                                                   




























































































































































































                                                   


























































































































































































                                                   









































































































































                                                   
























































































































































                                                   




































                                                   

































                                                   





















で、米国の LLC を我が国の法人と認定した。 
また、平成１３年６月以降、国税庁ウェブサイトにおいて、以下のように「米国 LLC に
係る税法上の取扱い」が明らかにされた。 
『LLC 法に準拠して設立された米国 LLC については、以下の理由等から、原則的には我が
国の私法上、外国法人に該当するものと考えられます。 
















                                                   





























































                                                   



























































































































































































                                                   






































































































































































































































































 独立課税説を採用した場合には、我が国にチェックザボックス課税をする LLC が進出し
てきたとしても、その構成員に対して構成員課税（パススルー課税）をする必要がない。
法人自体に対して課税するということは、独立課税説の根幹をなすものであるから、法人


























































































































市川 深「所得税重要判例コンメンタール」（税務経理協会 平成１２年） 
 




荻 茂生「証券化と SPE 連結の会計処理 第３版」（中央経済社 平成１９年） 
 







川田 剛「日本版 LLP・LLC の理論と税務」（財務詳報社 平成１７年） 
 
木村一夫「組合事業の会計・税務 第２版」（中央経済社 平成２０年） 
 












































須藤正彦 坂田純一 松嶋 隆弘「事業体の法務と税務－实務に役立つ活用術－」（第一法規 平
成２１年） 
 
税理士法人トーマツ「会社税務ハンドブック 第２版」（中央経済社 平成２１年） 
 
税理士法人 UAP 株式会社 UAP 信託編「詳解 信託の税務」（中央経済社 平成２１年） 
 79 
 




武田昌輔「新訂版 詳解公益法人課税」（全国公益法人協会 平成１２年） 
 








藤本幸彦 鬼頭朱美「投資ストラクチャーの税務－四訂版－」（税務経理協会 平成２０年） 
 
松岡章夫 嵯峨 ゆかり 秋山 友宏「所得税・個人住民税ガイドブック」（大蔵財務協会 平成
２０年） 
 
三木義一 前田謙ニ「よくわかる国際税務入門」（ゆうひかく選書 平成２０年） 
 
水野忠恒「租税法 第３版」（有斐閣 平成１９年） 
 





弥永真生「リーガルマインド会社法 第１１版」（有斐閣 平成１９年） 
 
山本守之「法人税の理論と实務 平成２１年版」（中央経済社 平成２１年） 
 
吉国二郎 武田昌輔「法人税法 理論編」（経済詳報社 昭和５３年） 
 
R・グード 塩崎潤訳「法人税」（中央経済社 昭和３４年） 
 80 
 




「租税判例百選 第４版」（有斐閣 平成１７年） 
 
「パートナーシップの課税問題 日税研論集 vol４４」（日本税務研究センター 平成１２年） 
 
「改正税法のすべて 平成１８年度」（大蔵財務協会 平成１８年） 
